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2　一連の調査は、1997年から始まる JIGS調査（Japan Interest Group Study）の一環であり、意識調査は、JIGS3と JIGS4の






































































1現在加入 2これまで加入 3将来希望あり 4希望なし 5わからない 合計
日本
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表 2　団体への積極的な参加割合（Q9－3）、（ 1位から 3位まで）
日本
（13市区）
自治会・町内会 同窓会 趣味・スポーツ団体 合計
64.1 14.9 14.5 1100（100）
韓国
（ソウル）
同窓会 班常会、入住者代表会議 趣味・スポーツ団体 合計
50.0 44.7 26.3 76（100）
東京
（杉並・練馬）
自治会・町内会 同窓会 趣味スポーツ団体 合計
55.9 24.7 16.5 170（100）
　やはり、「団体加入有り」と答えた者の中で、「よく活動している団体」に応答した結果の中で、1位か







表 3　団体活動（Q9－4）、（ 1位から 5位まで、複数回答）























































表 4　最近 3年間の活動（Q11）、（ 1位から 4位まで）
日本13市区
投票活動 請願書署名 SNSを通じた意見発信 知人との討議 合計
70.0 9.7 7.0 6.3 3259（100）
韓国
（ソウル）
投票活動 請願書署名 ITを通じた意見表明 SNSを通じた意見発信 合計
75.8 32.5 23.8 23.0 400（100）
東京
（杉並・練馬）
投票活動 SNSを通じた意見発信 請願書署名 知人との討議 合計
70.6 8.8 8.3 6.9 800（100）
（参考）過去調査との比較
投票活動 請願書署名 SNSを通じた意見発信 知人との討議 合計
日本 




（2018） 70 9.7 7.0 6.3
3259
（100）
　 投票活動 請願書署名 ITを通じた意見表明 SNSを通じた意見発信 合計
韓国 











































市・区長 56.1 57.1 52.6
市・区議会 49.5 49.3 48.5
市・区の幹部職員 40.1 46.3 40.8
県・都知事 54.2 59.9 52.8
県・都議会 46.8 54.3 45.6
県・都庁の幹部職員 38.6 48.3 39.6
市・区議会議員 43.3 50.1 43.9
都・県議会議員 40.8 52.6 40.1
地元選出の国会議員 40.3 63.3 37.9
首相（大統領） 46.3 67.6 46.1
N（合計） 3259 324 800
　次の［表 5］は市民の市区の政策（行政サービス）全般への影響力の認知に関して答えた結果である。
質問16は38種類のアクター、つまり政治に関連する職にある人・団体の活動が「市・区の政策 (行政サー





















裁判所 29.5 46.0 31.0
警察 35.7 47.1 37.0
自衛隊・軍隊 25.8 27.8 24.8
国際機関 22.3 30.3 22.5

















地元の有力企業 33.7 50.6 28.2
町内会・自治会 20.8 40.6 19.1
NPO・市民団体 15.9 36.9 15.9
地元の経済・商工団体 20.7 41.9 18.9
農協などの農林水産業団体 21.1 26.3 17.0
福祉団体 14.8 28.6 12.4
趣味・スポーツ団体 11.9 21.6 10.8
専門家団体 13.5 32.5 13.6
宗教団体 12.4 34.3 13.3
政治団体 16.1 40.6 17.5
教育団体 14.1 32.1 14.2
行政機関団体 16.8 36.6 15.3
学術・文化団体 11.5 21.4 11.0





















テレビ 48.8 63.0 46.8
新聞 43.8 53.1 42.6
インターネット（ネットニュース） 48.3（42.9） 65.8 48.4（42.8）





























区分 日本13市区 韓国ソウル 東京（杉並・練馬）
市・区長 17.3 13.6 13.8
市・区議会 11.6 14.0 11.3
市・区の幹部議員 9.5 11.0 9.9
県・都知事 15.6 16.3 11.4
県・都議会 10.4 14.3 9.3
県・都庁の幹部職員 8.9 11.5 7.8
市・区議会議員 10.2 14.3 10.6
都・県議会議員 8.8 13.0 8.6
地元選出の国会議員 10.4 19.5 8.6
首相（大統領） 15.6 36.3 17.5








裁判所 25.1 21.6 25.4
警察 24.0 17.8 25.3
自衛隊（軍隊） 25.1 16.8 23.8
國際機関 13.6 29.1 12.3


















地元の有力企業 9.7 17.5 7.1
町内会・自治会 11.5 18.5 9.4
NPO・市民団体 7.4 26.8 6.9
地元の経済・商工団体 7.6 14.8 6.0
農協などの農林水産業団体 6.7 11.3 7.2
福祉団体 7.7 20.5 7.6
趣味・スポーツ団体 7.7 13.3 7.9
専門家団体 8.2 24.3 7.9
宗教団体 3.5 17.6 4.4
政治団体 3.6 11.1 4.0
教育団体 5.5 14.8 5.3
行政機関団体 6.0 11.6 6.1
学術・文化団体 7.9 18.1 7.9

















テレビ 13.7 26.8 13.4
新聞 20.0 23.3 19.2
インターネット
（ネットニュース） 11.5（11.0） 24.1 11.9（11.7）
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